
このチラシは、「家主費用・利益保険」の概要を説明したものです。ご契約にあたっては必ず「重要事項のご説明」をあわせてご覧ください。
また、詳しくは普通保険約款・特約をご用意していますので、必要に応じて引受保険会社ホームページをご参照ください。
もしくは、引受保険会社までご請求ください。ご不明な点につきましては、引受保険会社にお問合わせください。　

保険金請求
手続の流れ

［セーフティネット住宅］へご登録の
大家さん・不動産事業者さんへ

孤立死・残置物に係る
「包括的損害保険」の

ご案内

単身高齢者世帯が入居する住戸を対象に、
賃貸戸室における死亡事故による大家の
損害を補償します。

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年7月6日法律第112号）」
第8条に基づく住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅(セーフティネット住宅※）のうち

※大家が住宅確保要配慮者の入居を受け入れる賃貸住宅として名古屋市に登録を行う住宅です。
　登録に当たっては、床面積原則25㎡以上（駅から800m以内にある場合等要件を満たす場合は18㎡以上へ緩和）、
　耐震性を有すること等の登録要件を満たすことが必要です。

保険金請求手続の流れ

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
名古屋企業営業第二部　金融公務室

住所 ： 愛知県名古屋市中村区平池町四丁目60番12号
TEL ： 050-3462-6504　FAX ： 052-563-9484

保険会社より被保険者へ
連絡し、状況等を確認の
うえ、保険金請求書類一
式を送付します。

3被保険者様より、事故発生
の連絡を行う。

2

※事故発生後遅滞なく、
　お手続きをお願いします。

居住支援コーディネート事業
（住まいサポートなごや）大家・管理会社 保険会社

戸室内死亡事故の発生1

補償内容など保険の内容に関するお問合せ先

住まいサポートなごや（名古屋市居住支援コーディネート事業）※
住所 ： 愛知県名古屋市熱田区新尾頭二丁目2番7号　富春ビル4階（名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター金山内）
TEL ： 052‐684‐8597　FAX ： 052‐684‐8132　メール ： sumai-support-nagoya@titan.ocn.ne.jp

相談時間 ： 月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く）9時～17時

登録手続きに関するお問合せ先
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状況の確認、保険給付手続きについて連絡

※住まいサポートなごやについて
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）に基づき、名古屋市が取り組む事業です。
住宅の確保にお困りの方に民間賃貸住宅への入居をサポートするとともに、セーフティネット住宅（※）の大家さん等からの入居トラブルの相談等に
対応し、居住支援活動のネットワークづくりを進める事業として、社会福祉法人名古屋市社会福祉協議会と公益社団法人愛知共同住宅協会によ
る「なごや居住支援コンソーシアム」が名古屋市から委託を受けて実施しています。

保険料は名古屋市が負担します。



以下に掲げる原因による事故、または損害の場合は保険金の支払い対象外とします。
①保険金を受け取るべき者またはその法定代理人の故意もしくは重大な過失または法令違反
②戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変または暴動、テロ
行為
③地震、噴火、津波
④核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚染された物の放射性、爆発性その他の有害な特性または
これらの特性による事故
⑤特定感染症（注１）の発病により発生した補償事由による損害
⑥直接であると間接であるとを問わず、サイバーインシデント（注2）によって生じた損害
⑦保険契約の対象住戸ではない戸室で死亡事故が発生した場合の損害
⑧戸室内死亡事故が発生した保険契約の対象住戸以外の家賃損失
⑨戸室内死亡事故と直接的に関係のない原因により賃貸戸室が賃貸不能となった場合の、その後の期
間の家賃損失
⑩事故の原因が次のアからオまでに掲げる事由に該当し、賃貸住宅戸室がその原因によって負った直
接的かつ物理的な損害
ア 火災、落雷、破裂または爆発
イ 風災、ひょう災または雪災
ウ 台風、暴風雨または豪雨等による洪水ならびに融雪洪水、高潮または土砂崩れ等による水災
エ 騒擾または集団行為等に伴う暴力行為
オ 建物の外部からの物体の落下、飛来または衝突

1 家賃損失補償
戸室内死亡事故を原因として生じた、空室期間中
の家賃減少による損失及び値引き期間が発生し
たことによる損失
支払限度額 ： １か月当たり５万円
支払限度期間 ： 賃貸借契約終了の日から１２か月
縮小てん補割合 ： ５０％

2 原状回復費用補償
戸室内死亡事故を原因として、戸室に物的損害が生じた場合の原状回復費用（賃貸可能な状態に補修、修繕、
清掃、消毒または消臭等を行うために要する費用）から敷金を控除した額
支払限度額 ： １００万円 （※支払限度額は34と合算するものとする）

3 遺品整理等費用補償
戸室内死亡事故が発生した結果生じた以下の費用
ア 遺品整理費用
イ 相続財産管理人選任申立諸費用（弁護士等への報酬を含む）
ウ お祓い又は追善供養に要する費用
支払限度額 ： １００万円 （※支払限度額は24と合算するものとする）

4 建物明渡請求訴訟費用
戸室内死亡事故が発生したことで、賃貸借契約解除及び建物明渡請求訴訟を提起し、強制執行（建物明渡執
行）の申立を行うために生じた費用（弁護士等への報酬を含む）
支払限度額 ： １００万円 （※支払限度額は23と合算するものとする）

保険概要
「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年7月6日法律第112号）」
第8条に基づく住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅（セーフティネット住宅（※））のうち、
単身高齢者世帯が入居する住戸を対象に、賃貸戸室における死亡事故による大家の損害を補償します。

補償内容

保険金の
支払い対象外
とする事由登録手続

申込要件
以下の要件を満たす民間賃貸住宅の住戸を賃貸している大家や管理会社が対象となります。
加入に伴う保険料はかかりません。

1 住戸の所在地が名古屋市内であること 

2 セーフティネット住宅として名古屋市へ登録がされていること 

3 保険契約の対象としての期間を開始する時点で賃借人が満60歳以上の単身世帯であること 

（注1）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第6条に規定する次のいずれかの感染症をいいます。
① 一類感染症、② 二類感染症、③ 三類感染症、④ 新型コロナウイルス感染症（注3）、⑤ 指定感染症（注4）

（注2）次のものをいいます。
① サイバー攻撃により生じた事象　② サイバー攻撃以外の事由により生じた以下の事象
ア．ソフトウェア、電子データの損壊、書換え、消失または流出　イ．コンピュータシステムへのアクセスの制限
ウ．上記ア．およびイ．以外の事象でコンピュータシステムに生じた、本来意図していないコンピュータシステムの機能の停止、誤作動または不具合

（注3）新型コロナウイルス感染症とは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第７項第３号に規定するものをい
い、病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和2年1月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報
告されたものに限ります。）であるものに限ります。

（注４）指定感染症は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第７条第１項の規定に基づき一類感染症、二類感染症
または三類感染症に適用される規定と同程度の規定を準用することが政令で定められている場合に限ります。

登録申請の流れ

住まいサポートなごや（名古屋市居住支援コーディネート事業）※
住所 ： 愛知県名古屋市熱田区新尾頭二丁目2番7号　
　　　富春ビル4階（名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター金山内）
TEL ： 052‐684‐8597　FAX ： 052‐684‐8132　メール ： sumai-support-nagoya@titan.ocn.ne.jp
相談時間 ： 月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く）9時～17時

月額家賃70,000円の住居が6か月間空室となった場合
支払保険金210,000円

※（ ）内は50,000円が上限となります。

家賃喪失補償の保険金支払例

= 210,000円×
月額家賃70,000円

×
縮小てん補割合50％※

空室期間
6か月 （ ）

登録申請書類を受理した月
の翌々月１日から保険適用
開始。

3

（例）１月中に受理した住戸は３月１日から
保険期間が開始します。

1年に1回、登録を継続する意思を確認す
るため、申請書を提出していただきます。

「名古屋市セーフティネット住宅
の孤立死・残置物に係る包括的
損害保険事業」の登録申請を
行う。

2

〔提出書類〕
・登録申請書
・誓約書
・賃貸借契約書の写し
・入居者が60歳以上
の単身世帯であるこ
とが確認できる書類

登録申請書

居住支援コーディネート事業
（住まいサポートなごや）大家・管理会社 保険会社

住戸をセーフティネット住宅
として登録する。

1
インターネットから、「セーフティネット
住宅情報提供システム」で対象となる
住宅を登録する。

賃貸
住宅

お問 合せ・提 出 先

孤立死・残置物に係る「包括的損害保険」


